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１．はじめに
　1989年、日本社会党は東京都議会議員選挙（以下、都議選）で大きく
議席数を伸ばし、その後に行われた参議院議員通常選挙（以下、参院選）
で大勝した。党首である土井たか子以下、女性候補が次々と当選したこと
から、その現象は「マドンナ旋風」とも呼ばれた。1993年の都議選では、
細川護煕が率いる日本新党が議席を獲得した。その日本新党は、その後に
行われた衆議院議員総選挙（以下、衆院選）において、新生党、新党さき
がけと共に政権交代の一翼を担った。また2009年の都議選で都政第一党
の座を獲得した民主党は、その勢いを持続し、政権交代を勝ち取った。
　これまでの経緯をみると、「都議選は直後の国政選挙を占う前哨戦」に
なり得ることに気付く。都議選は、準国政選挙の性格を有しているのであ
る。
表１　2013年東京都議会議員選挙の結果
国政与党 第三極
諸派等 共産 民主
自民 公明 維新 みんな
59 23 2 7 4 17 15
出典：朝日新聞デジタル1を元に筆者作成
　2013年都議選は、国政与党の圧勝に終わった（表１）。自民党及び公明
党が擁立した候補（自民59、公明23）が全員当選し、都議会の過半数を
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1 http://www.asahicom.jp/senkyo/2013togisen/images/shinseiryoku.gif（2013 年 6 月
24 日訪問）
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制した。その一方で、前回都議選で都政第一党となった民主党は15議席
に凋落し、共産党（17議席）の後塵を拝する結果となった。「第三極」と
呼ばれたみんなの党や日本維新の会、生活の党、みどりの風は明暗が分か
れた。2013年都議選において20人の候補者を擁立したみんなの党は7議席
を獲得し改選前よりも議席数を増やしたが、日本維新の会は改選前の議席
数を確保できず2議席に留まった。生活の党やみどりの風は、衰退著しい
社民党と同様、議席獲得には至らなかった。地域政党である東京・生活者
ネットワークは、現有議席3を死守した2。
　2013年都議選の結果は、近視眼的にみれば、「アベノミクスに対する有
権者の評価が投票結果として表れた」とみなすことができるだろう。また、
非自民・非共産勢力が一本化しなければ、自民・共産と対等に渡り合えな
いことも示す結果となった。ただ、投票率の変動などを考慮した長期的視
点にたてば、この結果は、民主党政権の迷走によって、「政権交代をすれば、
システム改革が行われ、政治はよくなる」という期待感が消失しつつある
ことを示唆している。また争点として、有権者は政治改革よりも経済政策
へ関心を移していることを示す証左でもあった。
　また2013年都議選は、第三極、とりわけ日本維新の会（以下、維新）
の失速ぶりを顕らかにした。維新は、都議選の翌月（7月21日）投開票の
参院選でも思うように議席を獲得できず、党勢の拡大に失敗したのであっ
た。
　大阪維新の会及び日本維新の会を検討するにあたって、橋下徹はキー
パーソンであることは間違いない。しかし、そこにばかりに注目すると、
彼が率いた大阪維新の会及び日本維新の会（以下、橋下維新）の消長につ
いて十分な議論は行えない。そこで本稿では、維新の会の消長について「地
域政党」という視点から考察してみたいと思う。
2 2013 年都議選の投票率は 43.50％で、前回 2009 年の 54.49％から 11 ポイン
ト近く低下した。
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２．日本における地域政党
２．１　「地域政党」の法的位置づけ
　そもそも日本には政党法はなく、法人格を持つ「政党」は、政党法人格
付与法に規定される政治団体3に限られている。そのため、法律の定義に
従えば、「法人格を持つ地域政党」は日本には存在しない。地域政党と呼
ばれているもののほとんどは、「確認団体（地方議会内では会派）」の1つ
と位置づけることができる。
　なお、確認団体とは、公選法に定められた要件を満たすことによって、
選挙運動期間中に特定の政治活動を行うことを認められた政治団体であ
る。日本における政治団体の制度上の規定は表２の通りであり、確認団体
になる要件は表３の通りである。我々は、特定の地域で限定的に活動を行
う一定以上の規模を持つ確認団体（政治団体）を、便宜的に「地域政党」
と呼んでいるのである。
　戦後から冷戦期の日本の地方選挙を振り返ると、「地域政党」を意識的
に名乗る確認団体はそれほど多くはないことに気付く。地域政党を名乗る
団体が多くない大きな理由は、「保守対革新」という言葉に代表されるよ
うに、イデオロギー対立が政治の基本だったからにほかならない4。保革
相乗り選挙の全盛期（1980年代から90年代前半）、首長選挙で自らを「県
民党」「市民党」と称する政党相乗り候補は数多くいたが、彼らは近年使
われている地域政党的な意味合いで「県民党」「市民党」と称した訳では
ない。どちらかといえば、政党相乗り・地方議会の総与党化への批判を和
らげるための方便であった（河村 2008）。また当時は、多くの政治家・有
権者が「地方に政党政治はそぐわない」という意識を共有していた。その
ため、地域政党を積極的に名乗る者はそれほど多くなかったのである。
3 なお、政治資金規正法は、「政治活動を本来の目的とし、組織的かつ継続的
に行う団体」を政治団体としている。
4 「自由民主党」や「社会党」、「共産党」など、東西冷戦終結以前に結成され
た政党は党名にイデオロギーを冠していたことからも、その傾向がうかがえる。
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表２　政治団体の制度上の規定
政党
　次のいずれかにあてはまる政治団体
(1)　所属国会議員が5人以上
(2)　前回の衆議院議員総選挙（小選挙区・比例代表）、前回又は前々回の参議院
議員通常選挙（選挙区・比例代表）のいずれかの全国を通じた得票率が2％
以上
政治資金
団体
政党のために資金を援助することを目的とし、政党が指定した団体
その他の
政治団体
政党・政治資金団体以外の政治団体（主義主張団体、推薦団体、後援団体、特定
パーティー開催団体等）
資金管理団体
公職の候補者が、その者が代表者である政治団体のうちか
ら、一の政治団体をその者のために政治資金の拠出を受け
るべき政治団体として指定したもの
出典：総務省ホームページ5
表３　確認団体の要件
選挙の種類 必要な所属候補者・支援候補者数
国政選挙（参院選）
比例区に候補者を擁立、
または全国を通じて所属する候補者は10名以上
都道府県議選
政令市議選
所属候補は3名以上
参院選・都道府県議選・政令市議選の再選挙・
補欠選挙・増員選挙
所属候補は1名以上
首長選（町村長選は除く） 所属候補・支援候補は1名以上
２．２　「地域政党」の種類
２．２．１　沖縄社会大衆党
　現在の日本で、古くから地域政党と認識されてきた政治団体は、沖縄県
で活動する「沖縄社会大衆党（以下、社大党）」である。社大党は、沖縄
がアメリカの施政下に置かれていた1950年、平良辰雄らを中心に結成さ
れ、沖縄人民党とともに沖縄本土復帰を牽引した歴史を持つ。社大党には、
元々、西銘順治などの保守系政治家も参加していたが、保守系政治家が徐々
に離党していくことで、徐々に革新色が強い政党に変化していった。沖縄
人民党は本土復帰の際に共産党に合流するが、社大党は革新政党に合流す
5 http://www.soumu.go.jp/senkyo/seiji_s/naruhodo04_2.html（2013年6月25日訪問）
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ることなく今日に至っている。社大党は革新勢力の退潮や党員の高齢化の
影響で往時からは衰退しているようにみえるが、沖縄の革新勢力をまとめ
る存在としてみなされており、米軍基地の返還などを強く訴えている。
　社大党は沖縄を主たる活動とする地域政党であるが、発足の経緯に加え、
参議院での議席保有などからみれば、これ以降に述べる地域政党とは一線
を画した存在と言える。社大党以外で一定の勢力を保持する地域政党を、
その形成過程から分類すると、「特定争点を結党の出発点とする地域政党
（特定争点型地域政党）」「国会議員の後援会系列を起源とする地域政党（系
列派生型地域政党）」、そして「減税日本」や「大阪維新の会」に代表され
る「首長の人気を背景に、首長主導で結成された地域政党（首長新党）」
の3つに大別できる。
２．２．２　特定争点型地域政党
　地方では政策課題として認識されているのに、それが国政でなかなか採
りあげられないような場合、その地域政策課題を考える場をつくり、それ
を改善していこうという地方独自の動きが生じる。この特定の地域課題に
関心を持つ有権者の受け皿として誕生してきたのが、「特定争点を出発点
とする地域政党」である。これに該当するのは、2013年都議選で議席を守っ
た「東京生活者ネットワーク（以下、生活者ネット）」や、神奈川県を地
盤とする「神奈川ネットワーク運動（以下、神奈川ネット）」などの生活
クラブ系地域政党である。生活クラブ生協で活動する女性層が活動の中心
を担っており（羅 2008）、全国市民政治ネットワークというネットワーク
組織を形成している。なお、これら生活クラブ系の地域政党は、「国政選
挙に積極的に進出しようという志向はない」という特徴を持っている。
　地方分権を重要な争点として位置づけている地域政党もある。「京都党」
や「地域政党いわて6」などが、これに該当する。京都党は党綱領・結党
6 地域政党いわては、2015 年 5 月 1 日に解散している。
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趣旨で「京都のことは京都市民の手で」と訴え、地域政党いわては党綱領
の中で中央に依存しない政治をうたい、「自立型地方政治」を主張した。
　生活クラブ系地域政党や地方分権指向型の地域政党は、どちらかといえ
ば強力なリーダーシップを持つ指導者が前面に立って組織を引っ張るとい
うよりも、構成員それぞれが役割を分担しながら組織運営を進める傾向が
強い印象がある。
２．２．３　系列派生型地域政党
　「国会議員の後援会系列を起源とする地域政党」は、1990年代以降の政
治改革に伴う国会議員の離合集散の過程で誕生し、その多くは消えていっ
た。中選挙区時代、国会議員が自身を頂点とし、地方議員や市町村長をも
系列に組み込んでピラミッド状の後援会連合を形成する手法は、自民党の
一般的な選挙手法であった（河村・竹田 2009; 建林 2013）。いわゆる、選
挙系列の形成である（図１）。系列の地方政治家及び彼らの後援会構成員は、
国政選挙における集票の実働部隊であり、国家議員はその見返りとして地
方選挙の支援を行った。系列は、選挙に勝つための強固な集票構造を構築
するために形成される「選挙互助会」と言ってもよかった。
　　　　　　図１　系列の模式化
　　　　　　出典：河村・竹田（2009）
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　中選挙区時代は、自民党同士による系列拡張競争が激しかった時代と
言ってもよい。地方政界を巻き込んだ自民党代議士間の系列拡張競争は、
全国各地で起こり熾烈を極めた（Kawamura 2011）。宮城県での三塚博と
愛知葵一による激しい選挙競争は「三愛戦争」と呼ばれ、石川県での森喜
朗と奥田敬和の争いは「森奥戦争」と表現された。自民党の国会議員が血
で血を洗う対立構図は、1990年代に入り、小選挙区比例代表並立制が導
入されると激減することになる。小選挙区制では、自民党から立候補でき
る者は選挙区1つにつき、原則、１人である。小選挙区制の導入は、系列
を拡張するよりも党公認を獲得することに重きを置く自民党衆議院議員を
生むことにもなった。
　1990年代、自民党の国会議員の中には、自民党を飛び出し、政権交代
可能な野党を作り上げることに尽力する者が現れた。その代表が小沢一郎
であり、羽田孜であった。こうした自民党を離党した国会議員の系列に連
なる地方政治家の中には、「系列」という選挙互助組織を維持するため、
それぞれの地で政治団体を結成する者も現れた。
　それらの団体の中には、「板橋民主党（東京都）」「ヨコハマから日本を
変える会（横浜市）」のように、地域政党であることを強く打ち出す団体
もあった。これらの団体の多くは、「自称・地域政党」の域を超えるもの
ではなかったが、彼らが地域政党と主張することによって、「地域政党」
と言う看板が、イデオロギー対立が衰退していく中、組織の求心力を維持
し他の団体との差別化はかる上で有効である、と認知されるきっかけと
なった。その後に登場する首長新党の地ならしになったと言えるだろう。
　また「新政みえ（三重県）」や「新進石川（石川県）」のように、候補者
の擁立や選挙運動の協働など、政党としてみなせるような実態があった団
体もあった。ただし、これらの団体は集団指導体制で運営されるのが専ら
であり、構成員の意識は「政党」という段階までには昇華しなかった。
　このカテゴリーに当てはまる政治団体は、政権再編の過程で生まれた地
域政党と言えるであろうし、その多くは1990年代の政界再編の過程で、
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非自民・非共産勢力の基となっていった。そうであるが故に、民由合併を
経て民主党が政権交代の受け皿になる2000年代になると、リーダーであっ
た国会議員や系列の番頭的役割を務めていたベテラン県議の引退などを契
機に、構成員が民主党へ合流したり、元の自民党へ復党したりし、これら
は徐々に消えていった。
２．２．４　首長新党
　2011年の統一地方選挙で注目を浴びた「大阪維新の会」や「減税日本」は、
首長主導で組織がつくられたため、「首長新党」のカテゴリーに当てはま
る政治団体と言える。首長新党は、橋下徹や河村たかしといった首長が持
つリーダーシップや求心力に依存して誕生した地域政党であり、首長が自
治体改革等を進めるために議会内与党（与党会派）をつくりつつ、地方の
要求を国に突きつけるにあたって地方の声を明示化する手段として生まれ
てきたもの、とみなすことができる。なお、小池ゆり子率いる都民ファー
ストの会もここにあてはまる。
　「首長が議会内与党をつくり、地方の要求を国に突きつける」という手
法自体は、新しいものではない。かつて政党相乗り選挙が全盛の時代、公
務員出身の政党相乗り候補は、その相乗りを正当化するために、自分は「県
民党」「市民党」であることを選挙戦で殊更強調した。このことは既に述
べたが、こうした方便は「地域の悲願（新幹線建設などの大型公共事業）
を国に訴えるための手段」としても機能していた。すなわち、相乗り時代
の「県民党」「市民党」も、近年の首長新党も、「議会内に与党をつくりた
い首長」と「与党になりたい地方議員」の思惑が一致している点では共通
しており、かつ双方とも、地方の要求を国に突きつける手段として利用さ
れているという共通性を持つ7。
　しかしながら、往時の「県民党」「市民党」は、既成政党と満遍なく関
7 ただし、地方議員の会派形成にはもう少し複雑なメカニズムがある点は留意
する必要がある。会派形成の諸相については、曽我（2012）の分析などがある。
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係をつくることが企図されていたのに対し、首長新党は、首長自らの人気
を背景に既成政党と差別化を図る色合いが濃い。
　また、「県民党」「市民党」が政党相乗り・総与党化の方便色が強いのに
対し、首長新党は首長の掲げる特定の政策課題（たとえば、減税日本なら
ば減税、大阪維新の会であれば大阪都構想）を達成することが強調される
傾向にある。言葉を換えれば、「県民党」「市民党」は、「敵をつくらない」
思考の中で誕生したものと言えるが、昨今の首長主導で誕生した地域政党
は、明確な敵を自治体内につくり、それを批判することで首長主導を達成
する色合いが強いという特徴がある。
３．地域政党としての大阪維新の会の躍進とその背景
　地域政党、とりわけ「首長新党」の勢力が拡大していく背景及び要因に
は、さまざまなものがあったと考えられる。ここで、それらについて考察
することにする。
３．１　地域政党が結成されるようになった時代的背景
　地域政党が市民権を得ていく過程で重要であったのは、「冷戦構造終結
に伴うイデオロギー対立の終焉」と「1990年代の政治改革を端緒する政
界再編」であった。
　イデオロギー対立の終焉によって、穏健な保守層を中心に自民党以外の
選択肢を求める動きが広まっていき、彼らの受け皿となったのが1990年
代初頭に誕生した日本新党・新生党・さきがけの、いわゆる「三新党」で
あった。この三新党の誕生は、自民党政権に不満を持つ穏健な保守層や、
社会党に対して不満を持つ中道よりの有権者の受け皿になり、細川連立政
権発足の原動力となっていった。イデオロギー対立の終焉によって、非自
民・非共産という枠組みで新しい保守・中道系勢力（政党）を結成できる
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環境が生じたのである。
　1990年代の政治改革も、長期的にみれば地域政党が市民権を得る1つの
きっかけとなった。小選挙区比例代表並立制への選挙制度改革によって、
国政選挙に立候補するための政党公認が重要視されるようになった。その
ため、自民党内での公認争いに敗れた者の中には、自らの系列を引き連れ
て離党し、前述した「国会議員の後援会系列を起源とする地域政党」をつ
くるなどして自分の勢力温存を画策するようになった。また、二大政党制
志向もあって、非自民・非共産勢力（新進党や民主党（民由合併以前も含む））
は、地方選挙レベルでも政党対決を積極的に仕掛けていった（砂原 2012）。
　選挙制度改革に端を発するこうした動きは、地方選挙で政党を名乗るこ
との拒否感をやわらげていく効果をもたらしたのであった。
３．２　地域政党が勢力を保てる制度的理由
　地域政党が、特定の地方で勢力を保てるのは、国政選挙と地方議会議員
選挙の選挙制度にずれがあるから、と考えられる8。
　日本の国政選挙の選挙制度は、衆参とも選挙区制と比例代表制の並立制
を採用している。参議院選挙の選挙区制は1人区と複数人区が混在した中
で、単記非委譲式投票（SNTV）にて選挙が行われているが、1人区が多
いことから、参院選の選挙結果は、小選挙区比例代表並立制を採用してい
る衆院選のそれと似通いやすい状況にある。
　一方、地方議会議員選挙は、複数人区を前提とした単記非委譲式投票
（SNTV-MMD）で行われる。平たく言えば、地方議会議員選挙は「投票者
1人につき、意中の候補者1人のみに投票できる大選挙制を採用している」
ということになる。当選者が複数いながらも1人1票しか投票できない地
方議会議員選挙の仕組みは、かつての衆院選の中選挙区制と同じである。
同じ政党に所属する候補者が、当選を巡って鎬を削る仕組みなのである。
8 これに関しては、堀内・名取（2007）や、上神（2013）の議論などが参考になる。
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　地域政党が地方で勢力を保てるのは、地方議会選挙がSNTV-MMDを採
用しているために他ならない。首長選挙などのように、当選者が1人しか
いない「小選挙区制（SMD）」では、住民から幅広い支持を受ける必要が
ある。そのため、首長選挙で当選する者ためには、①幅広い住民から支持
を受けるような政策を打ち出すか、もしくは②幅広い組織から支持を受け
る必要がある。一方、SNTV-MMDでは、一定の支持者を集めることさえ
できれば議席を獲得することができる。
　生活クラブ系政党などは、国政政党が議論しない「隙間」の政策を訴え
ることで一定の票を集め、議会にメンバーを送り込むことができている。
また、系列関係を母体とした地域政党も、地域に根ざしたネットワークを
有しており、それらを駆使することで地方議会の議席を勝ち取り、一定の
発言力を維持するのである。首長新党に所属する候補者は、組織力は乏し
くとも、首長の人気にあやかることで、それに反応する層から何とか集票
し議席を獲得するのである。
３．３　大阪維新の会が勢力拡大できた背景
３．３．１　首長の政治手法
　地域政党のうち、首長新党がとりわけ躍進できたのは、その政治手法に
よるところが大きいであろう。
　河村たかしや橋下徹といった、首長新党を率いる首長の手法をよく観察
すると、①わかりやすく、かつ現行法では容易に実現しない争点（たとえ
ば、大阪都構想や減税など）を掲げ、②地方議会や地方公務員、分権を進
めない中央官僚等を「守旧派」とみなして批判することで支持を集めよう
とする傾向がある。そして、③彼らは総じて行財政改革を主張する傾向に
ある。彼らは、そうした手法によって、組織化されていない有権者達の「ふ
わっとした民意9」をつかんでいったのである。こうした彼らの手法は、
9 『朝日新聞』2013 年 6 月 14 日。
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郵政改革を進める際に小泉純一郎が用いた手法と似通っている。そして彼
らは、小泉同様、「イデオロギー的には保守的だけれども既得権益の改革
を志向する、組織化されていない都市部の保守層10」からの支持を取り付
けていったのである。
　ただし、首長の人気があるからといって、地方議会で多数派を形成する
ことは容易ではない。このことは、高度経済成長期に一世を風靡した革新
自治体の事例をみれば明らかであるし、制度的にも難しい。首長新党が勢
力を拡大するためには、選挙地盤がある者を自らの陣営に引き入れる必要
がある11。
　減税日本に比べ、大阪維新の会が急激に勢力拡大できたのは、橋下徹の
人気もさることながら、大阪府議会及び大阪市議会の選挙事情に負うとこ
ろも大きかった（飯田 2016）。河村たかしが率いる「減税日本」は名古屋
市議会改革を主張したこともあり、他の勢力から減税日本に移る地方議員
は、民主党のごく一部など限定的であった（森 2013）。
　河村は自ら候補者をリクルートし、また公募を行うことで候補者を揃え、
選挙を支援した。一方、大阪では、選挙事情もあって現職自民党（系）地
方議員の何人かが大阪維新の会にすり寄った。この点が、減税日本と大阪
維新の会の決定的な違いであった。
10 そもそも、2000 年代になると、戦後進めてきた自民党のクライエンタリズム
戦略はほぼ破綻していたと言われる（Scheiner 2006; 斉藤 2010）。支持団体の組
織的な統制も難しくなる一方で、予算的な制約から支持団体への見返りも十分
果たせなくなっていた。同時期、都市部では利益団体との接点が乏しい有権者
が増えており、「無党派層」という用語も一般定着していた。
　大阪維新の会の支持基盤の特徴について有権者の意識から論じたものとして、
善教・石橋・坂本（2012）がある。
11 自民党東京都連に反旗を翻す形で 2016 年の東京都知事選挙に立候補し当選
した小池百合子が、その支持者とともに都民ファーストの会を立ち上げ、地域
政党的な運動をしていくのも、これと同様と言える。https://koikejyuku.tokyo/（2017
年 1 月 27 日訪問）
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３．３．２　大阪の事情
　繰り返しとなるが、名古屋と大阪では、若干事情が異なっていた。名古
屋では、首長が地方議員を敵に回す手法が採られたが、大阪では専ら自治
体職員を敵に回す手法が採られていた。そのため、大阪の方には、地方議
員が首長にすり寄ることができる隙間があった12。
　大阪において、地方議員が人気のある首長にすり寄った誘因に、選挙戦
の厳しさという事情がある。表４は大阪市議会の、表５は大阪府議会の
2013年時点での議員定数である。表をみてわかるように、大阪の地方議
会議員選挙は、選挙区が比較的小さいため、大選挙区制というよりも2か
ら6人の中選挙区的な状況にあった。
表４　大阪市議会の議員定数
区名  定数  区名  定数 
 北区  3  東淀川区  6 
 都島区  3  東成区  3 
 福島区  2  生野区  5 
 此花区  2  旭区  3 
 中央区  2  城東区  5 
 西区  2  鶴見区  3 
 港区  3  阿倍野区  4 
 大正区  3  住之江区  4 
 天王寺区  2  住吉区 5
 浪速区  2  東住吉区  5 
 西淀川区  3  平野区  6 
 淀川区  5  西成区  5 
出典：大阪市ホームページ13
12 また橋下が、大阪都構想が抵抗されれば大阪「府・市」同日選に打ってでる
など、局面を打開してきた過去も、議員が追従しやすい環境をつくったと思わ
れる。
13 http://www.city.osaka.lg.jp/shikai/page/0000017761.html（2013 年 6 月 26 日訪問）
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表５　大阪府議会の議員定数
大
阪
市
区名  定数  区名  定数  区名  定数 区名 定数
北区 1 東淀川区 2 都島区 1 東成区 1
福島区 1 生野区 2 此花区 1 旭区 1
中央区 1 城東区 2 西区 1 鶴見区 1
港区 1 阿倍野区 1 大正区 1 住之江区 2
天王寺区 1 住吉区 2 浪速区 1 東住吉区 2
西淀川区 1 平野区 2 淀川区 2 西成区 2
堺
市
堺区 2 西区 2 中区 1 南区 2
東区・美原区 1 北区 2
そ
れ
以
外
岸和田市 2 豊中市 5 池田市 1 吹田市 4
高槻市・三島郡 5 貝塚市 1 守口市 2 枚方市 5
泉大津市・泉北郡 1 茨木市 3 八尾市 3 泉佐野市 1
富田林市・南河内郡 2 寝屋川市 3 河内長野市 1 松原市 2
大東市 2 和泉市 2 箕面市・豊能郡 2 柏原市 1
羽曳野市 1 門真市 1 摂津市 1 高石市 1
藤井寺市 1 東大阪市 6 泉南市 1 四条畷市 1
交野市 1 大阪狭山市 1 阪南市 1 泉南郡 1
出典：大阪府資料から筆者作成
　一般的に関西地区は、民主14、公明、共産の力が強く、各選挙区の最後
の当選者はいつも激しい競り合いになる。大阪維新誕生前、自民党の二番
手候補者は落選危機のなかで選挙を戦うのが常であった。
　そうした下で、橋下からの維新参加の働きかけは、自民党の二番手候補
者にとって魅力的なものであった。橋下の支援を背景に、選挙戦をより楽
に展開できることが予想できたからである。橋下徹が2010年春に地域政
党「大阪維新の会」を立ち上げて以降、自民党籍を残したまま参加した大
阪府議・大阪市議・堺市議が多かったのは、「自民党という看板だけでは
勝ちきれない」という面が大きかったからであった15。
　ただ、自民党籍を残したまま維新に参加することは「反党行為」であり、
「自民党大阪府連の結束を揺るがす」という批判が府連内部から出された。
14 ただし、大阪の民主党組織は、旧政党時代の遺産も多分に含まれるものであっ
た（森本 2013）。
15 大阪府知事となった松井一郎も大阪府議であったが、二世地方議員である彼
は、一定の選挙地盤を持っており、他の維新の会に参加した自民党系地方議員
とはやや異なっているように見える。
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結局、自民党大阪府連は維新に党籍を残して参加した者に対し離党勧告を
出した。その結果、多くの自民党系地方議員は、大阪維新の会へ「鞍替え」
することになった。
４．橋下維新の失速を考える
　2011年の統一地方選挙で台風の目であった大阪維新の会であるが、石
原慎太郎が率いた太陽の党とともに日本維新の会を設立し、本格的な国政
政党と化した頃から、その勢いに陰りが出始めた。そして、党勢が上向か
ない中での橋下の従軍慰安婦発言16は、橋下維新の支持率を更に落とす要
因の1つとなった。結果として、東京都議選そして参議院選の結果は、橋
下維新の失速を象徴する結果となった。
　橋下維新の失速を、「橋下の失言」と「第三極の賞味期限切れ」で片付
けてしまうことは簡単であるが、これまで述べてきた地域政党の歴史との
関連性からもう少し細かい議論をすべきであるように思える。本稿の最後
に、橋下維新の失速を地域政党の歴史の連続性から少し考えてみたい。
４．１　「しがらみのない政治」発言にみえる限界
　首長政党、とりわけ橋下徹は「しがらみのない政治」を強く訴える傾向
にあり、自民党のクライエンタリズムの恩恵を受けない保守層の支持を集
めてきた。そして、公務員や中央政府を既得権益者とし、それを批判する
パフォーマンスによって自らの勢いを誇示してきた。
　この手法は、改革を進める期待感を有権者に持たせることができる。し
かし、小泉純一郎ですら郵政改革には時間をかけた。時間をかけることに
よって、やっと改革までたどりつけたというのが実際である。多くの有権
16 『朝日新聞』2013 年 5 月 14 日。
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者がしがらみにとらわれ、何らかの利害関係にある中で、「民意」を盾に
強引に物事を進めることは反発を生みやすい。
　橋下維新の勢いが伸び悩むことになった政党構造上の主たる要因は、「し
がらみのない政治」をうたいながら、「太陽の党（元たちあがれ日本）」と合
流したからであろう。石原らは基本的に元自民党員であり、過去のしがらみ
に大きく囚われている面々である。もともと大阪維新の会は自民党的組織の
上に、非自民志向の強い「ふわっとした民意」がかぶさることで勢いを得て
いた。旧自民党系の国会議員（それも割とはっきりと意見を言う保守的な国
会議員）が合流したことで、かぶっていた「ふわっとした民意」が維新の会
に寄りつきにくくなった。それが失速につながったと思われる17。
　なお、政党の勢力拡張は、本来、組織化されていない有権者を組織化す
ることである。「しがらみのない政治」をうたい続けることは、いつまでたっ
てもコアな支持層をつくれないことと同義である。本来は、一定の時間が
来たら、公約で掲げた政策を実現させるなどして支持者の固定化をはかる
必要がある。維新は、それに失敗したように見えた18。
４．２　争点からみえる限界
　地域政党が、国政全般を網羅する国政政党となるには、地域政党レベル
での公約が国政政党としてふさわしいか見直す必要がある。しかし、維新
の会の急激な発展、そして国政進出は、そうした吟味が十分なされないま
ま進んでいったように筆者には思える。
17 また、北陸在住の維新関係者によると、2012 年衆院選において、元宮崎県知
事の東国原英夫や旧「日本創新党」幹部の山田宏（元杉並区長）・中田宏（元横
浜市長）等を比例順位で厚遇したことも、負の影響があったという。
18 そう考えると、大阪都構想が住民投票で否決され、橋下が引退したことで支
持拡張は決定的に難しくなった。大阪経済の起爆剤として統合リゾートの推進
に舵を切り、松井維新が関西重視の原点回帰したのは組織づくりという点で妥
当な選択と言えるかもしれない。
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　その1つが、「大阪都構想19」である。大阪都構想は二重行政の解消を促
す構想のようにみえるが、実は、「政令市の権限を大阪府に返上する」「一
部事務処理組合や広域連合を府市でたちあげる」などをすれば、そもそも
制度変更せずに二重行政は解消できる。大阪都構想が支持を集めることが
できるのは、大阪「都」という響きに大阪府民・市民が反応するからであ
り、大阪都構想は大阪を主たるフィールドとする地域政党のレベル止まり
の政策である。大阪都構想を引きずったまま国政に進出すれば、京都や兵
庫の有権者の支持は得にくく20、それ以外の地域での勢力拡張は容易では
ない21。
　中央政界にあって地方政界にない政策領域の1つが、「外交」「防衛」で
ある。また、憲法に対する候補者の姿勢も、地方選挙ではあまり重要では
ない。日本のやや中央集権的な行政スタイルでは、首長の憲法観は行政施
策にそれほど影響を与えないからである。そのため、地方選挙レベルでは
候補者の「歴史観」「外交観」「憲法観」は問題になりにくいし、地域政党
内での整合性もそれほど重要ではない。歴史観や外交に一家言ある石原慎
太郎や橋下徹に首長選挙で票が入るのは、そのせいでもある。すなわち、
地域政党の代表の憲法や外交、歴史に関する発言と、国政政党の代表のそ
れとは、重みが違う。橋下による「従軍慰安婦問題」における一連の発言
は、筆者には、地域政党から国政政党への衣替えの過程で生じた小さな、
そして致命的な綻びのように見えた。
　日本人が使用している「保守」という用語は、実に多義的である22。「伝
統的－進歩的」と言い換えられる文化的な「保守」、戦前の政治体制を志
19 大阪都構想については、砂原（2012）や北村（2013）を参照。
20 たとえば、2013 年 4 月の伊丹・宝塚市長選では、維新公認候補者が全く集票
できなかった。『朝日新聞』2013 年 4 月 1 日。
　なお、大阪都構想の争点としての限界は、2013 年 9 月の堺市長選挙で決定的
となった。『朝日新聞』2013 年 9 月 30 日。
21 たとえば、『朝日新聞』2013 年 4 月 9 日を参照。
22 政治的保守主義の多義性については、たとえば西川（2012）の議論を参照。
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向する者を指し示す「保守」、外向的に日米同盟志向を示す「保守」、日本
的な商慣習を維持しようとする者を指す時に用いられる「保守」、日本人
は様々な場で様々に「保守」を使い分けている。様々な調査や筆者の印象
から、現在、所謂「第三極」勢力を支持する有権者は、文化的には日本の
伝統にシンパシーがあり、日米同盟にはある程度肯定的であるが、自民党
的なクライエンタリズムや日本的な商慣習には否定的な「保守層」のよう
である。
　橋下発言によって橋下維新の支持率が低下したのは、その発言で彼が集
められる支持層の幅が狭まってしまったこともあると考えられる。
４．３　候補者擁立システムからみた限界
　党勢を拡大するには、幅広く候補者を集める必要がある。候補者選考シ
ステムの確立は、政治団体が政党として成り立つ上で重要になる要素の1
つである。そこで問題になるのが、その政党が「政権追求型」であるのか、
それとも「政策追求型」であるのかである。政権追及型の政党は、政府内
で多数派を形成し与党になることが目的であり、勝てる候補者を集めるこ
とが重要視される。すなわち、勝つことが目的であるので、多少の政策の
違いには目をつぶってでも、勝てると目される候補者を外部から募集する
ことも少なくない。一方、「政策追及型」の政党は、政策の実現が主たる
目的であるので、外部の候補者を呼び込むよりも、長く党員経験を積んだ
者を候補者として擁立することを重視するだろう。別の言い方をすれば、
前者は、党の内外から公募という形式で候補者を選考することにやぶさか
ではないが、後者は日々の活動で候補者選考を行っているので公募に否定
的になりやすい23。
　公募には、候補者プールを短期間で拡大できるというメリットがあるが、
「党に対する忠誠心が低く、党の方向性から大きくずれている」という者
23 候補者の公募については、たとえば堤（2012）によって検討が試みられている。
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が紛れ込むリスクがある。また「自己中心的で、党を背負っているという
意識が乏しい」という者も選挙で当選してしまう可能性がある。公募の仕
組みを機能させるには、政党幹部に、応募者の「政党に対する忠誠心」「政
党の綱領の理解レベル」を評価できる力があることが求められる。また応
募者が政党を背負った行動ができるのか、これを見抜く力も求められる。
　橋下維新の消長の一側面には、公募候補者への期待と失望があるように
思われる。かつて公募で候補者を選ぶことはプラスのイメージがあった。
「しがらみのない者が新風を吹き込む」という肯定的な評価を持たれてい
たからである。しかしながら、その後、公募で選ばれた者のレベルが低い
というイメージが、さまざまな不祥事によって徐々に植えつけられていっ
た。大阪市の公募区長・公募校長の不祥事、地域政党で当選した地方議員
の不祥事などが、「『公募だからよい』とは単純には言えない」ことを一般
の有権者に認識させていったのである。そして、公募で選ばれた者の不祥
事は、政党リーダーに「人を評価する力がない」ことを強く印象付ける効
果があったように思われる24。
５．おわりに
　近年は意識変化もあり、各地で自称・地域政党が誕生するようになった。
2016年東京都知事選挙を経て、東京でも首長政党（的な存在）、都民ファー
ストの会が誕生している。地方に政党政治が広まりつつあるわけであるが、
その団体が一過性のものなのか、組織的に継続していくものなのか、長期
にわたって検証していく必要がある。
　筆者としては、地域政党と国政政党との力関係に対する検討などが不十
24 公募をどのタイミングでやめるかは難しい判断である。ただ、「しがらみの
ない人がやればうまくいく」「公募で選べばうまくいく」という神話を崩壊させ
た点で、橋下維新が日本の政治に大きな足跡を残したことは間違いない。
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分であるように思える。このあたりについても時間をかけて検討していか
なければならない。
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